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欧州グリーンディールの意志 脱炭素を推進、社会システム変革 

Earth 新潮流 日本総合研究所理事 足達英一郎氏 

2019/12/27 付 

画像の拡大 

EU のフォンデアライエン新委員長は「グリーンディール」を政策指針に掲げる=ロイター 

欧州連合（EU）で 12 月 1 日、フォンデアライエン新委員長率いる新体制が発足した。任

期は 5 年。先の欧州議会選挙で躍進したグリーン政党（環境保全を前面に掲げる政党）の

支持を念頭に、7月の欧州議会での承認投票時にも「欧州のためのグリーンディール」を

政策指針の 6つの柱のひとつに据えた。今回、新体制発足とほぼ機を同じくして、その全

体像が明らかになった。 

「グリーンディール」という名称で思い出されるのは、08 年 11 月に米国で当選直後のオ

バマ前大統領が打ち出した「グリーン・ニューディール」だろう。自然エネルギーや地球

温暖化対策に公共投資を振り向けることで、新たな雇用や経済成長を生み出そうとする政

策だった。しかし、折しも米国ではシェールガス革命が進行し、政権第 1期の 4 年間に生

産が爆発的に拡大。シェールオイルの増産も相まって、自然エネルギーや地球温暖化対策

への期待や関心が一気に吹き飛んでしまったのだった。 

しかし、今回の EU グリーンディールは趣をやや異にする。景気刺激策というより、むし

ろ「非連続な社会変革」への行動宣言のように見える。そのゴールは「脱炭素社会」だ。

今回、欧州委員会は「50年までに排出実質ゼロを達成する世界初の大陸になる」という政

治的野心をはっきりと示した。20 年 3月までには、これを法的に裏付ける欧州気候変動法

案を提出するという。これは、政権交代で気候変動対策が後退することのないよう今後 50

年にわたる気候変動対策を規定した、英国の「気候変動法（Climate Change Act）」（08

年制定）に範を求めたものになるだろう。 
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画像の拡大 

さらに、EU グリーンディールは従来型の単なる気候変動対策に留まらない。50 のアクシ

ョンを網羅したその内容からは、全ての政策分野に気候と環境の視点から横串を刺そうと

する並々ならぬ意欲が感じられるものとなっている。 

例えば、個別の産業分野では、エネルギー、交通、農業、水産業、食品、建設、不動産、

鉄鋼、セメント、繊維、化学などを特定して、変革すべき方向性を書き込んでいる。他方

では、ICT 産業には、「脱炭素社会」実現への大きな貢献を期待するとのメッセージが入

った。 

雇用政策の面では、「公正な移行」という考え方が改めて全面に掲げられた。「脱炭素社

会」への変革の過程で、衰退する産業が生まれるという認識に立って、失業者発生を回避

し、割を食う人を極力少なくするという配慮である。具体的には、「公正な移行メカニズ

ム（Just Transition Mechanism）」を創設し、新たな経済分野における再訓練や雇用機会

へのアクセスを提供し、社会的・経済的に最も脆弱な市民を支援するという。 

財政・金融政策としては、現行目標でも毎年 2600 億ユーロもの追加投資が必要となると

される試算を前提に、20年早期に「持続可能な欧州に向けた投資計画（Sustainable 

Europe Investment Plan）」を提示、さらに EU の長期予算の少なくとも 25%は気候行動

に充てられるべきとした。また、「脱炭素社会」への変革を公的資金だけで実現すること

は不可能だとして、民間資金動員ために、20年に「グリーン資金戦略（Green Financing 

Strategy）」を発表することも盛り込んだ。また、金融機関の健全性規制への気候変動等

環境リスクの統合にも言及した。 

さらに外交政策で、他の国や地域が取り組みを強化するよう主要 7カ国（G7）会合や 20

カ国・地域（G20）といった枠組みや国際会議、二者間関係などを活用してグリーン外交

を強化することを再確認している。中国との連携も文字にした。 
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最後に、税制について「気候変動に関して域内の企業と同じ規制を尊重しない外国企業の

製品の輸入に課税する」メカニズムを盛り込んだことは特に注目される。これは、域内で

規制を強化することで、生産拠点が規制の緩い途上国などに移転し、そこからの輸入が増

えて世界的には気候変動対策が進まなくなる問題（炭素リーケージ）を防ぐ措置だが、か

ねて GATT 自由貿易体制から逸脱するとの批判もあり、今回は相当、踏み込んだ判断を行

ったといえる。 

◎ ◎ ◎ 

この EU グリーンディールに対しては、さっそく「理想主義に過ぎる」「実現できるはず

がない」などの批判や懐疑的コメントも続出している。温室効果ガス排出を 50 年に実質

ゼロにする目標を承認した EU 首脳会議でも、石炭依存度の大きいポーランドは、唯一、

合意に参加しなかった。EU 加盟国も決して一枚岩ではない。 

とはいえ、新委員長自身、自らの欧州議会での承認投票結果が 383 対 327 と賛成が僅差だ

ったこと（棄権は 22）、欧州域内でもポピュリズム政党が依然、勢いを有していること、

フランスのマクロン大統領が「黄色いベスト運動」に長らく晒されていることなどを十分

熟知しているように見える。 

12月 18日には、欧州理事会とタクソノミー（持続可能性に貢献する経済活動の分類体

系）枠組み規制の制定に関して、当初の原案を取り下げて、天然ガス発電や原子力発電の

是非の判断を保留するとの現実路線を受け入れた。 

弱腰になればグリーン政党からの支持を失い、強硬政策に出れば既存勢力からの猛反対に

直面するという難しい状況に置かれながらも、世界をリードするという「欧州の精神」を

継承した新委員長に敬意を表し、その政策手腕に、今後も大いに注目していきたい。 

［日経産業新聞 2019 年 12 月 27 日付］ 
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中小企業の半分が 2025 年に消滅！大廃業時代の現実と危機 

「ダイヤモンド・セレクト 2018 年 12月号 相続＆事業承継 決定版 」より 

2018.12.14 13:00 

団塊世代の大量引退や人口減少、少子高齢化…。日本を取り巻く数々の問題を放置すれ

ば、2025 年に大廃業時代が訪れ、日本列島が沈没しかねない。 

日本の企業の 3社に 1 社が廃業？ 

後継者難にあえぐ中小企業 

中小企業庁が衝撃的なシナリオを提示した。日本の企業の 3 社に 1社、127 万社が 2025

年に廃業危機を迎えるというものだ。半数の企業で後継者が不在──。大廃業時代が迫っ

ている。 

 後継者不足を主な理由として廃業する中小企業が後を絶たない。 

 東京商工リサーチによれば、廃業する企業の約半数が経常黒字であるという。なぜ優良

企業が廃業しなければならないのか。事業がジリ貧になっているわけではなく、後を受け

継ぐものがいないため、仕方なく廃業を選ぶ経営者が増えているのだ。 

 廃業予備軍には歴史の長い老舗企業や、日本の工芸品を手掛ける伝統企業が多く含まれ

ているのが特徴である。知名度はなくても、日本にはオンリーワンの技術やサービスを誇

る中小企業が多く埋もれている。独自性を持つ中小企業の集積が日本の産業を支えてきた

のである。 

 環境変化に応じて企業に新陳代謝が必要なのは言うまでもないが、十分に将来性のある

企業までもが消えてゆく事態は見過ごせない。 

 大量廃業問題は、マクロ経済に負のインパクトを与えるのみならず、日本の産業基盤を

劣化させる元凶にもなり得るのだ。 
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*1、2 中小企業庁の試算で、前提は以下の通り。2025 年までに経営者が 70 歳を超える法人の 31%、個

人事業者の 65%が廃業すると仮定。雇用者は 09~14 年の間に廃業した中小企業で雇用されていた従業員

数の平均値(5.13 人)を、付加価値は 11 年度における 1 法人・1 個人事業主あたりの付加価値(法人:6065 

万円、個人:526 万円)をそれぞれ使用 

経営者年齢のボリュームゾーンが引退年齢を迎えて

いる 
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 中小企業の廃業の背景には、経営者の高齢化の進行がある。1995 年には 47歳前後であ

った経営者年齢のボリュームゾーンが、2015 年には 66 歳前後と高齢化している。一般に

中小企業経営者の引退年齢は 67~70 歳と言われているが、すでに団塊世代がその時期に差

し掛かり、大量引退時期を迎えている。 

一方で法人と個人合わせて 50%の経営者が「廃業する」との意向を持っているため、放っ

ておけば中小企業の半分が消失してしまうことになるのだ。
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 日本の企業の 99%が中小企業で、従業員数にして 70%を占めている。中小企業の消失

は雇用機会の消失にも直結する。 

 16 年の「中小企業白書」によると、1999 年から 14年の 15 年間で約 100 万社も減少し

ている。そのうち後継者不在による廃業に限っても、年間 20万人から 35万人の雇用機会

が失われていると指摘されている。 

 廃業を予定している 60歳以上の経営者のうち、「子どもに継ぐ意思がない」「子ども

がいない」「適当な後継者が見つからない」といった後継者難を挙げる経営者が合計で 3

割近くいる。 

 逆に言えば、何らかの形で事業承継を実現可能な道へ持っていければ、この 3 割は事業

継続の可能性は大きいともいえる。 

 そこで出てきたのが、「事業承継税制」で、2018 年からの改正で要件が緩和されさらに

使いやすくなった。2025 年問題を乗り切るために、国を挙げての事業承継ムーブメントが

進行している。 
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